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明治大学法科大学院10周年記念シンポジウム第2部                                                         

  ジェンダー法学と専門法曹養成 
                         ジェンダー法センター長   辻村みよ子 

  

 1  はじめに： 研究・教育・学外活動等の経験から  

 2 ジェンダー法学の意義と課題： 目的と取組 

 3 法科大学院におけるジェンダー法学教育 

  ＊約30%のLSで開講(2単位～12単位） 

 4 明治大学LSのジェンダー法学：特色と展望 

  ＊最も詳細なカリキュラム 

   ＊実務と理論の開拓拠点⇒継続教育の拠点へ 
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1 はじめに： 日本のジェンダー平等 

 

 

  2014年10月28日発表 １４２カ国中104位 
  

 

（１） 世界経済フォーラム 

   ジェンダー・ギャップ指数2014年度 

3 

保健分野97.9点、教育分野97.8点、 

経済分野61.8点、政治分野5.8点（100点満点中） 
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下院順位 国名 地域名 下院 

２２ ドイツ 欧州 ３６．５ 

５２ フランス 欧州 ２６．４ 

７３ イギリス 欧州 ２２．６ 

１０１ 

  

カリメア 北米 １８．２ 

１１６ 韓国 アジア １５. 7 

…
 

１２７ ロシア 欧州 １３.６ 

１５９ ブラジル 南米 ８．６ 

1６０ ブータン アジア ８．５ 

1６１ ベナン アフリカ ８．４ 

1６２ 日本（IPU１２３） アジア ８．１ 

下院
順位 

国名 地域名 下院 

1 ルワンダ アフリカ ６３.８ 

2 アンドラ 欧州 5０.０ 

3 キューバ 中米 4８.９ 

4 セーシェル アフリカ 43.8 

5 スウェーデン 欧州 43.6 

6 セネガル アフリカ 4３．3 

7 フィンランド 欧州 42.５ 

8 ニカラグア 中南米 42.４ 

9 エクアドル 中南米 41.6 

10 南アフリカ 

 

アフリカ 
 

４０．８ 

（２）世界の女性国会（下院）議員比率ランキング  

2014年１０月1日現在 （IPU調査結果） 
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（３）指導的地位に占める女性割合 

（男女共同参画白書平成26年
版） 
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2  ジェンダー法学の意義と課題 
（１）フェミニズム法学（Feminist Jurisprudence） 
      から「ジェンダー法学」（Gender Law) へ 
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（２）ジェンダー法学の目的 

＊性差（社会的・文化的性差）についての固定観念や偏見 
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      （３）法学分野の取組み 
 
設立(2003年12月） 
会員約200名→400名 

⇒10周年記念出版 ジェンダー法学会編『講座 ジェンダーと
法』（全４巻） 日本加除出版（2012年11月） 
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（2004年度） 
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3 ＬＳにおけるジェンダー法学教育 
  ー現状と課題 

2012年度（日本学術会議法学委員会ジェンダー法分科会調査） 

 ＊ＬＳ32校中13校で開講（約31%） 2単位1コマが主流 
   －－ジェンダー・センシティブな実務家の養成 

  （法学部では、36校中25校で開講、約70%） 
      

  ＊カリキュラムの標準化、テキストの出版 

  ＊合格率低迷による困難⇒「受験に役立つジェンダー法」（九州大学）・ＯＪＴ 

     

 ＊リーガルクリニック科目としてのジェンダー法学 
     早稲田大学ＬＳ 「家事・ジェンダークリニック」 

       関連科目6コマ、研究者＋実務家教員 

     立命館大学ＬＳ 「ＬＣⅡ 女性と人権」 卒業後の連携 

 

 ＊モデルとしての明治大学ＬＳ 
      
     12 

4 明治大学ＬＳのジェンダー法学 
  ―特色と展望 

＜特色＞＊女性法曹の草分けとしての歴史的意義 

  ＊ジェンダー法学の開拓者（実務と理論上の先駆者） 
  ＊最も豊富なカリキュラム（6コマ・12単位）〈理想〉 
＜現実＞受講生の関心の高さと「苦悩」 
     法曹実務家としてのジェンダー法学履修の重要性 

＜意義と課題＞＊ジェンダー法学教育の過渡的意義 

          ＊ゲットー化・専門化の功罪→連携の課題 

＜展望＞ ①継続教育の拠点としての展望 

       ②対外的連携活動の拠点 

       ③司法試験への対応:基礎科目との関連重視 

       ④学内外のシンクタンクとしての意義 
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  継続教育の展望 

 修了生との連携 

 （就職情報、エクスターンシップ） 

＊自由な研究の進展・人材養成 

   早稲田大学ＬＳ公認サークル「ジェンダー法研究会」毎年合宿研究会 

     (修了生・教員を含め毎年20人前後が参加） 

＊実務と研究の架橋：ジェンダー法学会・女性
法律家協会・日弁連等  との連携研究会の拠点  
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法科大学院ジェンダー法センター           
 

連携機構の構築 

 

＊日本学術会議（法学委員会ジェンダー法部会・複合領
域ジェンダー研究部会、男女共同参画分科会等） 

＊内閣府男女共同参画会議・専門調査会等 

＊大学間男女共同参画ネットワーク(一橋大学ジェンダー社会
科学研究センター、東北大学男女共同参画推進センターなど） 

＊文部科学省・ＪＳＴ女性研究者研究活動支援事業 

  ⇒明治大学男女共同参画推進センター 
   明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダーセンター 
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明治大学法科大学院 ジェンダー法センター 
  
  約3000冊の蔵書、共同研究・連携の拠点へ 

 

センターの活動へのご支援・ご協力をどうぞよろしくお願いいたします。 


